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第1回「官製婚活」って何？



Choose大学 ７月の講義内容

【第１回】「官製婚活」って何？

【第２回】 官製婚活と公共性

【第３回】 ライフプラン教育から考える公共性

【第４回】 性をめぐる公共政策と公共性のパラドックス



本日の目次

1. 結婚に見る公共性

2. 官製婚活で少子化対策？

3. これまでの少子化対策との違い



公共性とは？ 齋藤純一（2000）『公共性』より

①official

国家に関係する公的なもの。国家が法や政策などを通じて国民に対しておこなう

活動。ex)公共事業 公共投資 公的資金 公教育 公安 ⇔私人の活動

②common

特定の誰かにではなく、すべての人びとに関係する共通のもの。共通の利益・財産、

共通に妥当すべき規範、共通の関心事。ex)公共の福祉 公共心 ⇔私権 私利

③open

誰に対しても開かれているもの。誰もがアクセスすることを拒まれない空間や情報。

ex)公然 情報公開 公園 ⇔ 秘密、プライバシー



１. 結婚に見る公共性



国が法律上結婚可能な年齢を定めている

女性：16歳 男性：18歳

結婚に見る公共性その①

「男女の間には、肉体的・精神的側面において、婚姻に必要な成熟に達する

年齢に差異がある。婚姻適齢の差異は、このような男女の肉体的・精神的側面の

差異に対応したものであって、合理性がある」（外務省HPより）

男女差をつけることに根拠がない
➔2022年4月から、男女ともに18歳からに変更される



（１） 結婚や子育てをしやすい環境となるよう、社会全体を見直し、

これまで以上に対策を充実

（２） 個々人が結婚や子供についての希望を実現できる社会をつくることを

基本的な目標とする

※個々人の決定に特定の価値観を押し付けたり、プレッシャーを与えたりすることが

あってはならないことに留意

（３）「結婚、妊娠・出産、子育ての各段階に応じた切れ目のない取組」と

「地域・企業など 社会全体の取組」を両輪として、きめ細かく対応

国は少子化対策として結婚を推進

結婚に見る公共性その②

2015年３月内閣府「少子化社会対策大綱」より



官製婚活という公共政策

少子化を食い止めるために国と自治体が一体になっ
て行う結婚支援策＝公共政策（※）

晩婚化・未婚化等により少子化が進むと
社会経済に大きな影響を与えると考える

個々人の希望がかない、子供を生み育てられる環境を整備する⇒希望す
る子供の数も増え、少子化の進展に歯止めをかける（「少子化社会対策大綱」より）

私的・プライベートなこと

●結婚って？

国の社会経済の根幹を揺るがしかねないこと

自分が好きになった人と
いっしょに暮らす

ex)事実婚、法律婚、離婚、再婚
「放っといてくれ」

私 国家矛盾

官製婚活
※「公共的問題の解決を目指して政府が採用した決定や行動の指針」（新藤2020 : 213)



2．少子化対策としての官製婚活



結婚支援のあり方が変化

●1960年代後半、
お見合い結婚と恋愛結婚が逆転

地域の仲人さん

官製婚活の始まり

地域共同体的
公共性

市場化
（産業化）

ブライダルビジネス



市場化した結婚産業に、国も政策化し参入

官製婚活の始まり

結婚のための活動を意識的に

行うこと ex）就活

山田昌弘・白河桃子2000『「婚活」時代』

市場化
（産業化）

ブライダルビジネス 国家

官製婚活

官製婚活は2013年より

全国の都道府県、市町村で展開

「婚活」



官製婚活

具体的にどんなことをしているのか？

①結婚に向けた気運の醸成

②１対１のお見合い、マッチング・システム

③婚活パーティ、出会いイベント

④結婚希望者を対象にした女子力アップや

コミュニケーション力などの婚活セミナー

⑤中高・大学生や市民に人生設計を考えさせ、

20代での結婚や出産を増やすための「ライフプラン教育」



安倍・菅政権の少子化対策としての政策
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●2013年3月 「少子化危機突破タスクフォース」 （安倍政権）

（ 座長・佐藤博樹中央大大学院教授）「生命（いのち）と女性の手帳」案

●2015年3月 「第三次少子化社会対策大綱」三世代同居・近居の支援
●2015年11月 アベノミクス「新三本の矢」第二の矢が「希望出生率１.８」※という数値目標

●2020年12月 全世代型社会保障改革の方針 (菅政権）

不妊治療の保険適用（2022年4月〜）

※「希望出生率」：結婚をして子供を産みたいという人の希望が叶えられた場合の出生率

「合計特殊出生率」：15歳から49歳の女性の、年齢別出生率を合計した指標。一人の女性が

平均して一生の間に何人の子供を産むかを表す。合計出生率。

戦時中の人口政策確立要綱（初婚3年早め、1夫婦平均5児）以後初の数値目標



国が主催となり

結婚応援のための全国フォーラムを開催

●2016年４月
主催：東京都、内閣府
後援：日本商工会議所

加藤勝信少子化対策
担当大臣が中央に

内閣府HPより

地域・企業などを
巻き込んだ

社会全体の取組み



東京都の婚活政策 結婚気運の醸成

「東京都では、結婚を希望しながらも一歩を踏み出せない方を

後押しするため、結婚に向けた気運の醸成に取り組んでいます」（下記特設サイトより）

東京都が
本気で結婚応援

東京都結婚支援

ポータルサイト

「TOKYOふたりSTORY」

気運

ムード
時代の趨勢
トレンド

!



東京都の婚活政策 結婚気運の醸成

TOKYOふたりアンバサダー
濱口優さん[芸人・よゐこ]
南明奈さん[タレント]ご夫妻

TOKYOふたり未来会議
～自分らしい結婚とは～
JOYさん[タレント・モデル]
わたなべ麻衣さん[モデル・タレント]ご夫妻



良縁親の会 親と子地域密着の婚活 都のHPより

「親による婚活・

代理お見合いの会を

全国各地で開催しています。

「親と子、地域密着の婚活」で

日本の明るい未来を

目指しております。」
一般社団法人PMIA HPより



「親と子、地域密着の婚活」

40歳以上でも親が主導 親同伴 「家族」重視

良縁親の会の流れ
1.  子どもの情報交換をしてお互いに気に入れば、子どもの身上書を交換する。
2.  親が持ち帰ってきた相手の写真や身上書を見て．実際に会ってみるかどうか吟味する.
3.  会いたい場合には、親同士が連絡を取り合い、以降は子どもにバトンタッチ。



自衛官 警察官 官公庁職員…

「官婚」の奨励 東京都HP イベントカレンダーより

●公務員のみを対象
●一部の職業を優先的に紹介

公共性（みんなの利益）？

東京都が「官婚」を奨励

“個々人が結婚や子供についての
希望を実現できる社会”

という名目



「めいわくありがた縁結び」
—福井県結婚応援ポスター

●「プロポーズ。ハイかYESで答えてね。」

●「いいね結婚ふくい」
めいわくありがた縁結び＝職場の縁結びさん

（婚活メンター）

職場のつながりを利用した縁結び活動を実施

内閣府少子化対策
HPより福井県庁1Fにて斉藤が撮影(2016.12）



「めいわくありがた縁結び」
福井県女性活躍推進課職員の考えるメリット

地域・企業など 社会全体の取組という名目
国家のために企業があり、企業のために社員がいて、

社員は企業を通じて国家に貢献するという考え方

社員にとって 企業にとって 国家にとって

合コンによって
社員のコミュニケーション力を

上げることになる

結婚すると会社に対する
忠誠心というか、
真剣度が上がる

人口減少に
歯止めをかけることで
社会貢献ができる

※県庁職員インタビューより



マリッジサポートセンター：富山県
お見合い会員がお相手を閲覧するブース

富山県婚活恋活応援HPより 富山県マリッジサポートセンターで斉藤が撮影（2017.1）



マリッジサポート会員の声から ＃会員インタビューより

●新入会員には、New! のマークがつく！(商品みたい）

●コンピューターマッチングで情報ダダ漏れ

（相手のＰＣやスマホに、職場や年収、年齢と写真などが保存）

●「そんなことだから結婚できないのよ」と

スタッフに言われた

●婚活セミナーで「（女性を）お持ち帰りして下さい。

どっかつれて行きなさい」とセクハラ的指導をされた



3. これまでの少子化対策との違い



これまでの少子化対策と官製婚活の大きな違い

一方で官製婚活は、総ぐるみの結婚奨励であり、
女性や個人の自己決定を踏み越える可能性を強く持つものである。

これまでの少子化対策（『厚生白書』1998年）

「自立した個人の生き方を尊重し、お互いを支え合える家族」とあるように、
「妊娠・出産が 女性の心身に大きな影響を及ぼし、また、
その人生設計を大きく左右し得るものであることにかんがみれば、

女性の自己決定は十分尊重されるべき」という考えに依拠。

仕事と家庭が両立できるような両立支援
待機児童対策、学童保育サービスなど子育て支援の拡充



少子化対策としての官製婚活

結果として、個人の私的領域に介入し、また結婚・妊娠に関わる施策の総ぐるみ一体化による強要は、
性的マイノリティ、結婚したくない人、子どもを持ちたくない人、子どもを持てない人などを
排除した政策となっている。

●「少子化社会対策大綱」より抜粋

社会全体として結婚機運の醸成

●しかし実際は…？

「希望出生率1.8」という数値目標を掲げる

国・自治体・企業・学校など
総ぐるみ一体化での強圧的結婚推進

「結婚や子育てしやすい環境となるよう、
社会全体を見直す」

「個々人が結婚や子供についての
希望を実現できる社会をつくる」

「地域・企業など 社会全体の取り組み」



次回のテーマ

しかし、公共政策は本当に公共性があるのか？

●「結婚、妊娠・出産、子育ての各段階に応じた切れ目のない取組」と

「地域・企業など 社会全体の取組」を両輪として、

きめ細かく対応する

●個々人の決定に特定の価値観を押し付けたり、

プレッシャーを与えたりすることがあってはならないことに留意する

上記2点は内閣府の「少子化社会対策大綱」に上っている政策や注意事
項だが、これらは公共性を担保しているだろうか？
次回はそちらを見ていきます。



官製婚活の取り組み例

• TOKYOふたりSTORY（東京都）

• あおもり出会い協働プロジェクト（青森県）

• ぐんま赤い糸プロジェクト（群馬県）

• 出会いへGO HYOGO ! (兵庫県）

• 滋賀でもっと家族になろう！（滋賀県） 滋賀でハグしよ 愛をはぐくも

• 愛結び（愛媛県）

内閣府 都道府県の結婚支援の取り組みについて

https://www8.cao.go.jp/shoushi/shoushika/kekkon_ouen_pref.html
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